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研究成果の概要： 
「持続可能な都市形成」が議題設定され、NGO メンバーなどの間で社会的な認知が進み、政策

決定過程にフィードバックし、形成・遂行された政策がどのように中・長期的な波及効果をも

ちうるのか。本研究は、ソーシャル・キャピトルをもっとも基本的な説明変数として、環境 NGO

メンバーと地域社会に対するその社会的効果を定量的に分析した。都市規模・拠点性などから

仙台市、セントポール市（米国）に拠点をおく環境 NGO の会員を対象に行った郵送調査結果の

分析にもとづいて、仙台市の環境 NGO のソーシャル・キャピトル的な性格・機能の強さに対し

て、セントポール市の環境 NGO は、政策提案志向型の専門性の高い団体を個人会員が財政的に

支援するという性格が強く、ソーシャル・キャピトル的な性格は弱いことが明らかとなった。	
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研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：社会学・社会学 
キーワード：持続可能な都市、サステイナブル・シティ、環境社会学、環境ガヴァナンス、 
	
 環境ＮＧＯ、ソーシャル・キャピトル、アジェンダ設定、リスク 
 
１．研究開始当初の背景 
（１）国連のブルトラント委員会）のレポー
ト『我らが共有の未来』（1987年）を契機に、
「持続可能性（sustainability）」が時代のキ
ーワードとなり、地域から国際社会に至る
様々なレベルで環境政策全体を統合する理
念となり、都市計画・都市経営の新しい理念
となった。とくに EUは、1990年以降、「持
続可能な都市形成」にすすめ、1994年以来、

「欧州持続可能な都市会議」を開催している。 
（２）日本では若手の経済学者がいちはやく
このような動向を紹介したが、都市社会学者
の対応は鈍いものだった。またおもに制度論
的な政策の変遷に関する紹介が中心で、その
実情および課題を社会科学的な視点から深
く掘り下げた研究は皆無に近かった。 
（３）日本での現場の動きとしては、92年の
地球サミットを受けて、「自治体の政策の全
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分野で環境への配慮がなされる自治体」とし
て「環境自治体」が提唱され、93年以来毎年
環境自治体会議が開かれている。 
（４）研究代表者は、1994年にドイツのフラ
イブルク市を訪れて以来、欧米な「持続可能
な都市」の現地を訪れ、主要な関係者への聴
取を重ね、その現状と課題を考察してきた。
その経験をもとに案出したのが、「持続可能
な都市形成」の活発な展開を規定している社
会的要因としてのソーシャル・キャピトルへ
の着目である。	
 
 
２．研究の目的 
（１）どのような社会的・都市的条件のもと
で、「持続可能な都市形成」がいかなるプロ
セスで議題設定され、とくに NGO メンバーな
どの関心をもつ市民の間で、社会的な認知が
どのように進み、それが政策決定過程にフィ
ードバックし、遂行された政策がどのように
中・長期的な波及効果をもちうるのか。	
 
（２）ソーシャル・キャピトルをもっとも基
本的な説明変数として、環境 NGO メンバーと
地域社会に対するその社会的効果を定量
的・定性的に明らかにしようとした。 
 
３．研究の方法 
（１）ソーシャル・キャピトルの指標化やネ
ットワーク分析の最新の手法と課題などに
ついて、先行研究のサーベイや国際会議への
参加をつうじて修得した。	
 
（２）先行研究をふまえ、都市規模・拠点性・
集積性、現地の協力体制などを考慮して、仙
台市、ミネアポリス市（米国）で、環境 NGO
の会員を対象に郵送調査を行い、計量分析に
よる検証をすすめた。	
 
（３）調査項目として、「持続可能な都市形
成」に関わる参加行動の程度、地球温暖化問
題に関する認知度、エネルギーの効率利用や
節電に関する意識と行動、リスク認知、NGO・
NPO・ボランティア活動などへの参加度、年
間の寄付金額、マスメディアとの接触度など
を選定した。 
 
４．研究成果	
 
（１）仙台市に拠点をおく宮城県内で活動す
る環境 NGO・Ａと、ミネソタ州の州都セント
ポール市（米国）に拠点をおきミネソタ州内
で活動する環境 NGO・Ｂの会員を対象に郵送
調査を行い、計量分析による検証をすすめた。	
 
Ａからは 57.6%（309 通）、Ｂからは 43.3％
（455 通）という郵送調査としては異例の高
い回収率と自由記述を含む熱心な回答を得
た。 
（２）日本の環境 NGO・Ａの回答者の３分の
１は創設時の 1993 年以来の会員であり、56%
は 2000 年以前からの会員だった。40％以上
は６人以上の会員と顔見知りだった。75％は

母体となった生協の会員であり、主婦の会員
が多く、ソーシャル・キャピトル的な性格を
強く帯びていた。環境 NGO・Ａは理念的にも
実体的にもネットワーク的で、アンブレラ的
な性格が強く、中間支援団体的機能もはたし
ていることが明らかとなった。ただし個人会
員は会費の納入にとどまり、寄付を行ってい
る者はきわめて少ない。	
 
（３）これに対して、アメリカの環境 NGO・
Ｂの回答者の 82％は、2000 年以降に会員に
なったものであり、46％は、2006 年以降に新
たに会員になったものである。Ｂの会員は流
動性が高く、顔見知りの会員はゼロと答えた
者が 52％にも達する。職業生活から引退した、
大学院修了者も多く含む、高学歴の会員が個
人として寄付をしているという性格が強く、
ソーシャル・キャピトル的な性格は相対的に
弱いことが明らかとなった。Policy	
 Resource	
 
Center として専門性の強い政策提案型の環
境 NGO・Ｂを個人会員が財政的に支援すると
いうパタンである。	
 
	
 Ｂの会員の政治的志向性は、自らをリベラ
ルと位置づけ、政党支持も明確だった。	
 
（４）研究成果については、調査対象となっ
た日米の環境 NGO・ＡおよびＢの会員に対し
して、主要な調査結果をウエブサイトなどを
つうじて報告・還元する予定である。	
 
（５）今後、ドイツの環境 NGO・Ｃに対して
も同様の郵送法による質問紙調査を行い、３
ヶ国比較に発展させていきたい。	
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